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4．地域の持続性 

概要 

漁業生産の状況(4.1) 

 サメガレイ太平洋北部は、沖合底びき網漁業(青森県、岩手県、宮城県、福島県)で

多くが獲られている。漁業収入のトレンドはやや低く(2 点)、漁業関係資産のトレンド

は中程度で(3 点)、収益率のトレンドは低かった(1 点)。経営の安定性については収入

の安定性、漁獲量の安定性はやや低く(ともに 2 点)、漁業者組織の財政状況は高かっ

た(5 点)。操業の安全性及び地域雇用への貢献は高かった(5 点)。労働条件の公平性も

中程度であった(3 点)。 

 

加工・流通の状況(4.2) 

 各県とも、水揚げ量が多い拠点産地市場がある一方、中規模市場が分散立地してい

る。買受人は各市場とも取扱量の多寡に応じた人数となっており、セリ取引、入札取

引による競争原理は概ね働いている(4.2.1.1 5 点)。取引の公平性は確保されている

(4.2.1.2 5 点)。関税は 5%である(4.2.1.3 3 点)。卸売市場整備計画により衛生管理が

徹底されている(4.2.2.1 5 点)。一般的な食材として流通しており、4.2.2.2 は 3 点とな

った。大きな労働災害は報告されておらず(4.2.3.1 5 点)、労働条件の公平性も概ね中

程度と想定される(4.2.3.3 3 点)。以上より、本地域の加工流通業の持続性は高いと評

価できる。 

 

地域の状況(4.3) 

 水揚げ地では、製氷、冷蔵、冷凍施設や道路、空港などのインフラ整備が進んでお

り(4.3.1.1 と 4.3.1.3 ともに 5 点)、漁労技術の導入についての情報は得られなかった

(4.3.1.2 3 点)。公共サービス水準の指標となる財政力指数は 4 県を平均すると 0.445

と全国平均程度であった(4.3.2.1 3 点)。水産業関係者の所得は、全国の製造業の平均

給与よりも高い給与額である(4.3.2.2 5 点)。文化面については、漁具･漁法について

は各県とも情報が得られた(4.3.3.1 5 点)、宮城県と茨城県では伝統的な調理法が存在

する(4.3.3.2 5 点)。本地域は水産業関係者にとって十分に魅力的な地域であると評価

できる。 
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評価範囲 

① 評価対象漁業の特定 

 沖合底びき網漁業(青森県、岩手県、宮城県、福島県) 

 

② 評価対象都道府県の特定 

 青森県、岩手県、宮城県、福島県 

 

③ 評価対象漁業に関する情報の集約と記述 

 評価対象都道府県における水産業ならびに関連産業について、以下の情報や、その

他後述する必要な情報を集約する。 

1) 漁業種類、制限等に関する基礎情報 

2) 過去 11 年分の年別水揚げ量、水揚げ額 

3) 漁業関係資産 

4) 資本収益率 

5) 水産業関係者の地域平均と比較した年収 

6) 地方公共団体の財政力指標 
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4.1 漁業生産の状況 

4.1.1 漁業関係資産 

4.1.1.1 漁業収入のトレンド 

 農林水産省の漁業・養殖業生産統計によれば、サメガレイの漁獲金額データは「か

れい類」に含まれており、独立したデータは存在しない。また他の統計においても、

県別漁業種類別のサメガレイの年間漁獲金額データは存在しない。そこで、近年のサ

メガレイ魚価が概ね安定的であると仮定した上で、鈴木ほか(2018)による太平洋北部

における県別のサメガレイ漁獲量推移のデータを代わりに用いて、漁業収入の傾向を

評価した。ただし、評価対象である福島県の沖合底びき網漁業は、東日本大震災に伴

う原発事故の影響により操業自粛を余儀なくされ、現在はモニタリングの結果から安

全が確認された魚種に限定して小規模な試験操業と販売を行っているところである(福

島県漁連)。今回の評価対象種であるサメガレイについても試験操業が行われている

が、これらのデータを用いて本評価を行うことは適当ではない。したがって、福島県

に限り震災前(2006～2010 年)の漁獲量データを用いて評価を行った。過去 10 年(福島

県は 2006～2010 年)のうち、上位 3 年間の漁獲金額の平均と昨年の漁獲金額の比率を

各県各漁業(青森県太平洋北区(沖合底びき網(以下、沖底))・岩手県・宮城県(沖底)・福

島県(沖底))について算出したところ、その加重平均は約 0.63 となった。以上より 2 点

を配点する(青森県太平洋北区: 4 点、岩手県: 5 点、宮城県: 1 点、福島県: 5 点)。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.1.2 収益率のトレンド 

 沖合底びき網漁業許可船名簿(水産庁 2016)によれば、青森県の沖合びき網漁船につ

いては、0～50 トンが 2 隻、50～100 トンが 1 隻、100～200 トンが 15 隻となっている。

岩手県、宮城県、福島県の沖合びき網漁業については、岩手県の 50～100 トンクラスが

10 隻、宮城県の～50 トンクラスが 13 隻、50～100 トンクラスが 11 隻、福島県の～50

トンクラスが 32 隻、50～100 トンクラスが 1 隻となっている。ただし、漁業経営体調

査報告（農林水産省「漁業経営調査」）には 50 トン未満船のデータがないので、同調査

の 100～200 トンクラス(会社経営体)、50～100 トンクラス(個人経営体・会社経営体)の

経営データのみを用いる。 

 「会社経営体調査」の「沖合底びき網漁船」のうち「100～200 トン」のカテゴリのデ

ータについて、2012～2016 年の 5 年間の「漁撈利益」／「漁業投下固定資本合計」は、

過去 5 年間全てマイナスで、その平均は-0.23 であった。また、「個人経営体調査報告」

の「沖合底びき網」の「50～100 トン」の 2011 年～2015 年(2016 年は漁撈純収益データ
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がないため)のデータでは、5 年間の「漁撈純収益」／「漁業投下固定資本合計」の平均

値は、－0.48 であった。また、「会社経営体調査報告」の「沖合底びき網」の「50～100

トン」の 2012～2016 年の「漁撈利益」／「漁業投下固定資本合計」の平均値は、－0.27

であった。「個人経営体」「会社経営体」、「100～200 トン」「50～100 トン」ともにマイ

ナスなので 1 点を配する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.1未満 0.1-0.13 0.13-0.2 0.2-0.4 0.4以上 

 

4.1.1.3 漁業関係資産のトレンド 

 沖合底びき網漁業許可船名簿(水産庁 2016)によれば、青森県の沖合びき網漁船につ

いては、0～50 トンが 2 隻、50～100 トンが 1 隻、100～200 トンが 15 隻となってい

る。岩手県、宮城県、福島県の沖合びき網漁業については、岩手県の 50～100 トンク

ラスが 10 隻、宮城県の～50 トンクラスが 13 隻、50～100 トンクラスが 11 隻、福島県

の～50 トンクラスが 32 隻、50～100 トンクラスが 1 隻となっている。ただし、漁業経

営体調査報告（農林水産省「漁業経営調査」）には 50 トン未満船のデータがないの

で、同調査の 100～200 トンクラス(会社経営体)、50～100 トンクラス(個人経営体・会

社経営体)の経営データのみを用いる。 

 「会社経営体調査」の「沖合底びき網漁船」のうち「100～200 トン」のカテゴリの

データについて、過去 10 年間の上位 3 年の漁業投下固定資本の平均値は 175,812 千円

で、直近の 2016 年の漁業投下固定資本の値は 160,281 円である。その割合は 91%なの

で、4 点となる。「個人経営体調査報告」の「沖合底びき網」の「50～100 トン」階層

は、2011 年から 2016 年までしかデータが存在せず、正しい評価を下せないため除外

する。「会社経営体調査報告」の「50～100 トン」階層は、2007～2016 年までデータが

存在し、直近の 2016 年の漁業投下固定資本は 56,565 千円、一方、過去 10 年のうち最

も多い過去 3 ヵ年の漁業投下固定資本額の平均値は 109,240 千円であった。したがっ

て、直近の割合は 52%である。このことから 2 点を与える。両階層の平均値をとって

3 点を配する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.2 経営の安定性 

4.1.2.1 収入の安定性 

 4.1.1.1 と同じく、鈴木ほか(2018)により、太平洋北部における県別のサメガレイ漁

獲量推移のデータを代わりに用いて、最近 10 年間(福島県は 2006～2010 年)の沖合底



 

 

53

びき網漁業におけるサメガレイ漁獲金額の安定性を評価した。各県における 10(5)年間

の平均漁獲金額とその標準偏差の比率を求めると、加重平均は約 0.47 となった。以上

より 2 点を配点する(青森県太平洋: 2 点、岩手県: 2 点、宮城県: 2 点、福島県: 2 点)。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.2 漁獲量の安定性 

 鈴木ほか(2018)より、太平洋北部における県別のサメガレイ漁獲量の推移(表 3)のデ

ータを用いて、最近 10 年間(福島県は 2006～2010 年)における各県の沖合底びき網漁

業のサメガレイ漁獲量の安定性を評価した。10(5)年間の平均年間漁獲量とその標準偏

差の比率を求めると、その加重平均は約 0.47 となった以上より 2 点を配点する(青森県

太平洋北区: 2 点、岩手県: 2 点、宮城県: 2 点、福島県: 2 点)。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.3 漁業者団体の財政状況 

 サメガレイ(太平洋北部)は沖合底びき網(青森県(太平洋北区)、岩手県、宮城県、福

島県)で主に漁獲されている。沖合底びき網漁業経営体は、各県の底曳網関連組合/協会

に所属したうえで全国底曳網漁業連合会に所属している(全国底曳網漁業連合会 

2017a)。各県の組合/協会の財政状況を判断する資料は公開されていないものの、その

上部団体である全国底曳網漁業連合会の貸借対照表及び正味財産増減計算書に財政状

況が示されており、黒字であった(全国底曳網漁業連合会 2017b)。以上より 5 点を配

点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

経常利益が赤字、

もしくは情報無し 

. . . 経常利益が黒字

になっている 

 

4.1.3 就労状況 

4.1.3.1 操業の安全性 

 平成 28 年の各県の水産業における労働災害による死亡者数は、青森県 0 人、岩手県

0 人、宮城県 0 人、福島県 0 人であった(厚生労働省青森労働局 2017、厚生労働省岩手

労働局 2017、厚生労働省宮城労働局 2017、厚生労働省福島労働局 2017)。その他

に、死亡者の報告はみられない。そのため、評価対象漁業の 1,000 人漁期当たり死亡

者数の平均は 0 人である。以上より、5 点を配点する。なお、各県別に評価した場

合、青森県 5 点、岩手県 5 点、宮城県 5 点、福島県 5 点となる。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人漁期当たりの死

亡事故1.0人を超える 

0.75-1.0人

未満 

0.5-0.75人

未満 

0.25-0.5

人未満 

1,000人漁期当たりの

死亡事故0.25人未満 

 

4.1.3.2 地域雇用への貢献 

 「組合の住所は、その主たる事務所の所在地にあるものとする」(水産業協同組合法

第 1 章第 6 条)、またその組合員も「組合の地区内に住所を有する」必要がある(同法

第 2 章第 4 節第 18 条)。そして連合会の会員も「連合会の地区内に住所を有する」必

要がある(同法第 4 章第 88 条)。国際研修協力機構(2017)によれば、技能実習制度を活

用した外国人労働者についても、船上において漁業を行う場合、その人数は実習生を

除く乗組員の人数を超えてはならないと定められている。 

 こうした現状から、外国人の技能実習生を含め、ほぼすべての漁業者は地域内に居

住または雇用されていることになり、地域経済に貢献していると言える。以上より 5

点を配点する(青森県太平洋北区: 5 点、岩手県: 5 点、宮城県: 5 点、福島県: 5 点)。 

1点 2点 3点 4点 5点 

事実上いない 5-35% 35-70% 70-95% 95-100% 

 

4.1.3.3 労働条件の公平性 

 労働基準関係法令違反により 2018 年 2 月 5 日現在で公表されている送検事案の件数

は、青森県において 10 件(厚生労働省青森労働局 2018)、岩手県において 8 件(厚生労

働省岩手労働局 2018)、宮城県において 4 件(厚生労働省宮城労働局 2018)、福島県に

おいて 10 件(厚生労働省福島労働局 2018)であった。うち、宮城県の 1 件が漁業関係

会社であった。他産業では賃金の不払いや最低賃金以上の賃金を払っていなかった事

例や外国人技能実習生に違法な時間外労働を行わせた事例等があったものの、上記の

宮城県の漁業関係会社の送検事例は労働者の安全確保の不備に関するものであり、サ

メガレイ漁業における労働条件の公平性は低いものではないと考えられる。以上より

3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

能力給、歩合制を除

き、一部被雇用者の

み待遇が極端に悪い 

. 能力給、歩合制を除

き、被雇用者によって

待遇が極端に違わない 

. 能力給、歩合以

外の面での待遇

が平等である 

 

4.2 加工・流通の状況 

 サメガレイ太平洋北部を漁獲している主な漁業は、沖合底びき網(青森県(太平洋北区)、

岩手県、宮城県、福島県)である。各県の当該漁業によるサメガレイの加工流通状況に関
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して十分な情報がないものについては、各県全体の産地市場や産地水産加工場について

評価する。 

4.2.1 市場の価格形成 

 ここでは各水揚げ港(産地市場)での価格形成の状況を評価する。 

4.2.1.1 買受人の数 

 青森県には 40 ヶ所に産地市場がある。このうち年間取扱量が 500 トン未満の小規模

市場が 15 市場あるものの、半分以上は年間 1,000 トン以上の中規模市場であり、うち

２つは年間 3 万トン以上の拠点産地市場となっている。買受人数に着目すると、50 人

以上登録されている市場が 4 市場、20～50 人未満の登録が 18 市場、10～20 人未満の登

録が 7 市場ある一方、買受人が 10 人未満の小規模市場が 11 市場ある。買受人は各市場

とも取り扱い数量の多寡に応じた人数となっており、セリ取引、入札取引による競争原

理は概ね働いている。(農林水産省 2014a, 2013 年漁業センサス青森県) 

 岩手県には 14 ヶ所に産地市場がある。このうち年間取扱量が 100～500 トン未満の市

場が 2 市場あるものの、それ以外は年間 1,000 トン以上の中規模市場、及び二つの拠点

産地市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場が 5 市

場、20～50 人未満の登録が 6 市場、10～20 人未満の登録が 3 市場ある一方、買受人が

10 人未満の小規模市場はない。買受人は各市場とも取扱い数量の多寡に応じた人数と

なっており、セリ取引、入札取引による競争原理は概ね働いている。(農林水産省 2014b, 

2013 年漁業センサス岩手県) 

 宮城県には 10 ヶ所に産地市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が

1 市場、100～500 トン未満の市場が 2 市場ある一方、年間 1 万トン以上の拠点市場が 5

市場あり、全体の 5 割を占める。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市

場が 7 市場、20～50 人未満の登録が 1 市場、10～20 人未満の登録が 1 市場ある。一方

5 人未満の小規模市場は 1 市場にとどまる。小買受人は各市場とも取扱い数量の多寡に

応じた人数となっており、セリ取引、入札取引による競争原理は概ね働いている。(農林

水産省 2014c, 2013 年漁業センサス宮城県) 

 福島県には 12 ヶ所に産地市場がある。このうち年間取扱量が 100～500 トン未満の市

場が 2 市場あるものの、7 市場は年間 1,000 トン以上の中規模市場、及び二つの拠点産

地市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場が 1 市場、

20～50 人未満の登録が 6 市場、10～20 人未満の登録が 4 市場あるが、買受人が 10 人未

満の小規模市場が 1 市場ある。買受人は各市場とも取扱い数量の多寡に応じた人数とな

っており、セリ取引、入札取引による競争原理は概ね働いているといえる。(農林水産省 

2009a, 2008 年漁業センサス福島県) 
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 各道県とも水揚げ量が多い拠点産地市場がある一方、中規模市場が分散立地している。

買受人は各市場とも取扱い数量の多寡に応じた人数となっており、セリ取引、入札取引

による競争原理は概ね働いていると認められる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

. 少数の買受人の

調整グループ 

. 非常に競争的で

ある 

 

4.2.1.2 市場情報の入手可能性 

 各県が作成している卸売市場整備計画では、施設の整備、安全性確保、人の確保等と

並んで、取引の公平性・競争性の確保が記載されている(青森県 2017, 岩手県 2016, 宮

城県 2016, 福島県 2016)。水揚げ情報、入荷情報、セリ・入札の開始時間、売り場情報

については、公の場に掲示されるとともに、仲買人の事務所に電話・ファックスなどを

使って連絡されるなど、市場情報は仲買人に公平に伝達されている。これによりセリ取

引、入札取引において競争の原理が働き、公正な価格形成が行われている。以上より 5

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

. 信頼できる価格と量の情報

が、次の市場が開く前に明

らかになり利用できる 

. 正確な価格と量

の情報を随時利

用できる 

 

4.2.1.3 貿易の機会 

 2017 年 4 月 1 日時点でのカレイ類の実効輸入関税率は基本 5%であるが、WTO 協定

を締結しているものに対しては 3.5%となっており、また経済連携協定を結んでいる場

合は無税もしくは 1.3～3.5%の関税率となっている(日本税関 2017)。以上より 3 点を配

点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

貿易の機会を与

えられていない 

. 何らかの規制に

より公正な競争

になっていない 

. 実質、世界的な競争

市場に規制なく参入

することが出来る 

 

4.2.2 付加価値の創出 

 ここでは加工流通業により、水揚げされた漁獲物の付加価値が創出される状況を評価

する。 

4.2.2.1 衛生管理 

 青森県内の産地卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準(青森県
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2017)に則って管理されている。また、「H-HACCP (青森ハサップ：青森県食品衛生自

主衛生管理認証制度」を制定し、衛生管理の徹底を図っている(青森県 2018)。 

 岩手県では、県内の産地卸売市場及び小規模市場を、県及び市町村が定める衛生基

準(岩手県 2016)に則って管理している。また、「いわて水産業地域ハサップ」を制定

し、衛生管理の徹底を図っている(岩手県 2018)。岩手県の種市南漁業協同組合が営む

「洋野町営八木魚市場」では、水産物フードシステム品質管理体制推進事業を使っ

て、水産物産地市場の品質・衛生管理に取り組んでいる(海洋水産システム協会 

2018a)。岩手県の宮古漁業協同組合が営む「宮古魚市場」では、水産物フードシステ

ム品質管理体制推進事業を使って、水産物産地市場の品質・衛生管理に取り組んでい

る(海洋水産システム協会 2018b)。岩手県の大船渡魚市場株式会社が営む「大船渡市

魚市場」では、水産物フードシステム品質管理体制推進事業を使って、水産物産地市

場の品質・衛生管理に取り組んでいる(海洋水産システム協会 2018c)。 

 宮城県内の産地卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準(宮城県 

2016)に則って管理されている。また、「みやぎ食品衛生自主管理認証制度」を制定

し、衛生管理の徹底を図っている(宮城県 2017)。仙台市では「仙台市食品衛生自主管

理評価制度(仙台 HACCP)」を制定し、衛生管理の徹底を図っている(仙台市 2016)。 

 福島県内の産地卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準(福島県

2016)に則って管理されている。 

 各県とも、産地卸売市場及び小規模市場は、卸売市場整備計画に則り、県及び市町

村が定める衛生基準に照らして管理されている。また、各県とも、食品の安全性を確

保するための自主的管理認定制度を制定しており、県・市町村の衛生基準の徹底と併

せて衛生管理が徹底されている。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

衛生管理が不十分で問題

を頻繁に起こしている 

. 日本の基準を

満たしている 

. 高度衛生管理を

行っている 

 

4.2.2.2 利用形態 

稲川ほか(2012)は、「東北地⽅太平洋側では、主に宮城県の⽯巻漁港に⽔揚げされ、

刺⾝、⼲物、煮つけ、焼き⿂などに利⽤されています。」と報告している。以上より 3

点を配点する 

1点 2点 3点 4点 5点 

魚粉/動物用餌/餌

料/消費されない 

. 中級消費用(冷

凍、大衆加工品) 

. 高級消費用(活魚、

鮮魚、高級加工品) 
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4.2.3 就労状況 

4.2.3.1 労働の安全性 

 平成 28 年の各県の食品製造業における労働災害による死亡者数は、青森県 0 人、岩

手県 0 人、宮城県 1 人、福島県 2 人であった(厚生労働省青森労働局 2017、厚生労働

省岩手労働局 2017、厚生労働省宮城労働局 2017、厚生労働省福島労働局 2017)。食

料品製造業従事者数は、利用可能な最新のデータ(平成 26 年)によると、宮城県 25,151

人、福島県 16,443 人であった(経済産業省 2014)。したがって、1,000 人当たり年間死

亡者数は、青森県 0 人、岩手県 0 人、宮城県 0.0398 人、福島県 0.1216 人となり、平均

値は 0.040 人となる。以上より、5 点を配点する。なお、各県別に評価した場合、青森

県 5 点、岩手県 5 点、宮城県 5 点、福島県 5 点となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人年当た

りの死亡事故1

人を超える 

1人未満0.6人以

上 

0.6人未満0.3人

以上 

0.3人未満0.1人

以上 

1,000人年当た

りの死亡事故

0.1人未満 

 

4.2.3.2 地域雇用への貢献 

 水産加工業経営実態調査(水産庁 2017)によれば、サメガレイ太平洋北部を多く漁獲

する青森県・岩手県・宮城県・福島県における水産加工業経営体数の全国平均に対す

る値は、各県順番に 1.21(4 点)、0.91(3 点)、1.95(4 点)、0.60(3 点)で、得点を平均して

四捨五入すると 4 点であった。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.3未満 0.3以上0.5未満 0.5以上1未満 1以上2未満 2以上 

 

4.2.3.3 労働条件の公平性 

 労働基準関係法令違反により 2018 年 2 月 5 日現在で公表されている送検事案の件数

は、青森県において 10 件(厚生労働省青森労働局 2018)、岩手県において 8 件(厚生労

働省岩手労働局 2018)、宮城県において 4 件(厚生労働省宮城労働局 2018)、福島県に

おいて 10 件(厚生労働省福島労働局 2018)であった。うち、青森県の 2 件が水産物を

扱っている可能性のある食品加工・流通の会社であった。労働者の安全に関わる事例

のほかに、違法な時間外労働を行わせたものが 1 件あったものの、サメガレイに関わ

る加工・流通における労働条件の公平性は低いものではないと考えられる。以上より

3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

能力給、歩合制を除き、一部被

雇用者のみ待遇が極端に悪い、

あるいは問題が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、被雇用

者によって待遇が極端には違わ

ず、問題も報告されていない 

. 待遇が

公平で

ある 
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4.3 地域の状況 

4.3.1 水産インフラストラクチャ 

4.3.1.1 製氷施設、冷凍・冷蔵施設の整備状況 

 青森県における冷凍・冷蔵倉庫数は 161 工場、冷蔵能力は 333,510 トン(1 工場当た

り 2,316 トン)、1 日当たり凍結能力 6,318 トン、1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 44

トンである。水揚げ量に対する必要量を満たしている。(農林水産省 2014d, 2013 年漁

業センサス青森県) 

 岩手県における冷凍・冷蔵倉庫数は 145 工場、冷蔵能力は 144,650 トン(1 工場当た

り 1,064 トン)、1 日当たり凍結能力 3,680 トン、1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 30

トンである。水揚げ量に対する必要量を満たしている。(農林水産省 2014e, 2013 年漁

業センサス岩手県) 

 宮城県における冷凍・冷蔵倉庫数は 183 工場、冷蔵能力は 494,183 トン(1 工場当た

り 2,761 トン)、1 日当たり凍結能力 6,551 トン、1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 52

トンである。水揚げ量に対する必要量を満たしている。(農林水産省 2014f, 2013 年 漁

業センサス宮城県) 

 福島県における冷凍・冷蔵倉庫数は 63 工場、冷蔵能力は 109,759 トン(1 工場当たり

989 トン)、1 日当たり凍結能力 1,439 トン、1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 13 トン

である。水揚げ量に対する必要量を満たしている。(農林水産省 2009b, 2008 年漁業セ

ンサス福島県) 

 各県ともに、好不漁によって地域間の需給アンバランスが発生することもあるが、

商行為を通じて地域間の調整は取れている。地域内における冷凍・冷蔵能力は水揚げ

量に対する必要量を満たしている。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

氷の量

は非常

に制限

される 

氷は利用できるが、

供給量は限られ、し

ばしば再利用される

か、溶けかけた状態

で使用される 

氷は限られた

形と量で利用

でき、最も高

価な漁獲物の

みに供給する 

氷は、いろいろな形で

利用でき、そして、氷

が必要なすべての魚に

対し新鮮な氷で覆う量

を供給する能力がある 

漁港において氷

がいろいろな形

で利用でき、冷

凍設備も整備さ

れている。 

 

4.3.1.2 先進技術導入と普及指導活動 

 青森県(太平洋北区)、岩手県、宮城県、福島県における沖合底びき網漁業では、最

新技術導入に関する資料・報告は入手できなかった。 

 青森県では、青森県産業技術センター水産総合研究所が平成 17 年度から現在までの
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海況情報を公開している(青森県産業技術センター水産総合研究所 2018)。岩手県で

は、岩手県水産技術センターが海況情報を公開している(岩手県水産技術センター 

2018a)。宮城県では、宮城県水産技術総合センターが平成 21 年度から現在までの漁況

および海況情報を公開している(宮城県 2018)。福島県では、福島県水産試験場が平成

15 年度から現在までの海況情報を公開している(福島県 2018)。なお、青森県、岩手

県、福島県では、漁況に関する資料・報告は入手できなかった。以上により、3 点を

配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

普及指導活動が

行われていない 

. 普及指導活動が

部分的にしか行

われていない 

. 普及指導活動が行

われ、最新の技術

が採用されている 

 

4.3.1.3 物流システム 

 Google Map により、サメガレイを主に水揚げしている青森県、岩手県、宮城県、福

島県の漁港から地方、中央卸売市場、貿易港、空港などの物流拠点までかかる時間を

検索すると、幹線道路(青森県は海路も含む)を使えば複数の主要漁港から中央卸売市

場への所要時間は多く見積もっても 2 時間前後であり、ほとんどの漁港から地方卸売

市場までは 1 時間以内で到着できる。また空港、貿易港までも 2 時間以内に到着可能

であり、経営戦略として自ら貿易の選択肢を選ぶことも可能である。以上より 5 点を

配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

主要物流ハブへ

のアクセスがな

い 

. 貿易港、空港のいずれ

かが近くにある、もし

くはそこへ至る高速道

路が近くにある 

. 貿易港、空港のいずれ

もが近くにある、もし

くはそこへ至る高速道

路が近くにある 

 

4.3.2 生活環境 

4.3.2.1 自治体の財政状況 

 各地域の公共サービス水準の指標となる関係県の財政収入額を、需要額で除して求

められた財政力指数をみた。財政力指数の値は、青森県が 0.3319、岩手県が 0.3412、

宮城県が 0.5960、福島県が 0.5095 であり、平均値は 0.445 となる(総務省 2017)。以上

より 3 点を配点する。なお県別に評価した場合、青森県 2 点、岩手県 2 点、宮城県 3

点、福島県 3 点となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

その自治体の財

政力指標が0.2

以下 

その自治体の財

政力指標が0.2-

0.4 

その自治体の財

政力指標が0.4-

0.6 

その自治体の財

政力指標が0.6-

0.8 

その自治体の財

政力指標が0.8

以上 
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4.3.2.2 水産業関係者の所得水準 

 サメガレイ太平洋北部系群を漁獲している 4 県の沖合底びき網(青森県、岩手県、宮

城県、福島県)漁業の所得水準は、それぞれ 286,575 円(4 点)、542,728 円(5 点)、

606,498 円(5 点)、547,073 円(5 点)(福島県は情報が入手できなかったため、全国平均で

代替)であった(国土交通省 2017)。厚生労働省(2017)による 5 県の企業規模 10～99 人

の男性平均月給の平均は、青森で 257,700 円、岩手で 248,800 円、宮城で 295,100 円、

福島で 277,200 円となった。また国税庁(2018)の平成 27 年度「民間給与実態統計調査

結果」第 7 表企業規模別及び給与階級別の給与所得者数・給与額(役員)によると、全

国の資本金 2,000 万円以下の企業役員の平均月給与額は 459,583 円となっており、沖合

底びき網の役員クラスの持代(歩)数は 1.29 となっているため、369,682 円(青森県役員, 

2 点)、700,119 円(岩手県役員, 5 点)、782,382 円(宮城県役員, 5 点)、705,724 円(福島県

役員, 5 点)となり、多くの県で全国の製造業の平均給与よりも高い給与額であることが

わかる。したがって全国的な製造業や、中小企業役員、同地域内の製造業などどのレ

ベルにおいても競争力のある産業であることがわかる。平均を四捨五入して評点し

た。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

所得が地域平均

の半分未満 

所得が地域平均

の50-90% 

所得が地域平均

の上下10%以内 

所得が地域平均

を10-50%超える 

所得が地域平均

を50%以上超え

る 

 

4.3.3 地域文化の継承 

4.3.3.1 漁具漁法における地域文化の継続性 

 岩手県沖底の使用漁船は、1960 年代前半には 32～33 トンのサイド式木船であった

が、北海道沖底の 124 トン型スターン式鋼船を小型化した 42 トンのスターン式鋼船が

1967 年に新潟鉄工の支援を受けて試験的に建造され、スターン式の先鞭をつけた(松浦 

2008)。 

 宮城県沖底で網口開口板を使用する板曳網漁業は、省人省力化のうえでも、また資

材費の節減のうえでも、かけまわし漁法に比べて経営の安定に寄与する面が大きい。

しかし、他種漁業との調整上及び資源上の問題から現在では千葉県、茨城県、福島県

では許可され、北海道沖合、中南部千島海域および宮城県沖合の既存漁場において、

試験操業が認められて実施されているにすぎない(金田 2005)。 

 福島県相馬原釜の底びき網については、1979 年頃から始まったスターン式導入が、

乗組員の削減、作業量の軽減さらには作業時の安全確保に大きく役立つこととなっ

た。こうしたことから、所属底びき船は全船たちまちこの方式に転換していった(原

釜・尾浜・松川郷土史研究会 1999)。 
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 以上のように、それぞれの地域で伝統を受け継いだ漁法の変遷発展が認められるこ

とから 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁具・漁法に地

域の特徴はない 

. 地域に特徴的な、あるい

は伝統的な漁具・漁法は

既に消滅したが、復活保

存の努力がされている 

. 地域に特徴的な、あ

るいは伝統的な漁

具・漁法により漁業

がおこなわれている 

 

4.3.3.2 加工流通技術における地域文化の継続性 

 サメガレイは、有眼側の見た目が悪いので、普通皮をむいて内臓を除去した「皮な

しドレス」という状態で出荷される(東京海洋大学水産経済政策研究室 2010)。 

 宮城県では、「サメガレイは、刺身でたべるととても美味しいです。サメガレイは名

のごとく体表はザラザラしていたサメ肌のようですが、皮を剥ぐと綺麗な白身になり

ます。スーパーでは「ホンダガレイ」として売られています。一度食べてみると上品

な脂を堪能できます。石巻ではサメガレイのファンもいると聞いています」との消費

促進が行われている(宮城県東部地方振興事務所水産漁港部 2017)。岩手県では、セッ

タガレイやホンダガレイと呼ばれ、干物、煮付け、焼き物として利用されている(岩手

県水産技術センター 2018b)。以上のように地域の食文化が継承されていることから、

5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

加工・流通技術

で地域に特徴的

な、または伝統

的なものはない 

. 地域に特徴的な、あるいは

伝統的な加工・流通技術は

既に消滅したが、復活保存

の努力がされている 

. 特徴的な、あるいは

伝統的な加工・流通

がおこなわれている

地域が複数ある 
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